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「施設建設段階から市・施設管理者と連携し避難所運営計画を実践」 

本活動では大規模避難所の新しい運営手法のモデル構築を目指し，市職員及び施設管理者との計 16 回の WG 活動を通じ

て，施設の初動対応・避難所運営マニュアルの改善，施設で行う防災プログラムの導入，支援可能な NPO 団体との連携を

含め，大規模避難所の運営体制づくりを進めてきた。活動を通じて，市職員や施設管理者の意識や行動を変えることがで

きた。また，他の施設でも活用可能な大規模避難所運営ツールとして，発災前に運営面から機能を確認できる「避難所運

営チェックリスト」，発災後に自己点検できる「避難所アセスメントシート」，及び，避難所のハードとソフトの要件を整

理した「避難所デザイン 25」を作成した。 
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Practice of shelter management planning in cooperation with city officials and facility managers from 
facility construction stage. 

This study aims to develop a new original operating model for a large-scale shelter in the aftermath of a severe earthquake. 

Throughout 16 WG activities with city officials and facility managers, we have implemented large-scale evacuation shelters such as an 

advanced this facility's shelter management manual, introducing disaster prevention programs, and introducing NPO groups that can be 

supported. Through those activities, changes in awareness and behavior of city officials and facility managers were observed. In 

addition, as a large-scale shelter management tool that can be used at other facilities, shelter management checklists for all other 

shelters, and a shelter assessment sheet for self-assessment after the disaster. Shelter design 25 was created, showing requirements for 

shelter facilities (hardware) and operation (soft). 

 
1 はじめに 

1.1 背景と目的 

茨城県 K 市で建設中の公共スポーツ施設は，災害時の

地域の防災拠点として位置づけられている。津波避難の

場合は一時避難場所として１万人，中長期避難では 2000

人の避難者の収容が見込まれており，日本でも他に例の

ない大規模避難所として整備が進められている。 

避難所の運営は避難者住民が主体となることが望ま
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避難と中長期の 2000 人収容に関する書き分けと，それぞ

れの場合の部屋の開放順を記載した。当初，2000 人を収

容する計画にもかかわらず，数百人規模を収容するよう

な一般的な避難所運営計画が立てられていたことから，

大規模避難者への対策の不備を改善するよう働きかけた。 

 

防災プログラムの導入 

K 市スポーツ施設は，施設建設の経緯に基づいて防災

のための施設の建設が求められていたことから，防災ア

リーナと名付けられ，施設名称に「防災」が含まれてい

る。しかしながら，当初，施設開業イベントでは，開館

式典と各種スポーツイベントのみが計画されていた。 

そこで，開館式典の記念講演では，本施設の災害時を

想定したハード面の紹介と日常・非常時の利用方法に関

する内容の追加を提案するとともに，子ども向け防災教

育プログラムを行う NPO のイベントや，日本女子大・清

水建設による防災紙芝居等を開催した。（写真 3-1～写真

3-4） 

 

避難所運営体制づくり 

熊本地震で NPO が関わった避難所運営業務を整理する

ために，各団体の支援活動内容を内閣府が作成した避難

所運営ガイドライン文 5)に基づき分類した。それらは避難

所運営の基幹業務とニーズへの対応に大別できる。基幹

業務の内容は，「避難所の運営方針の決定」という避難所

の基盤となる部分と，「生活ルールの確立・レイアウトづ

くり・トイレの確保」という避難生活を始めるための環

境づくり，「ニーズの把握・スペースづくり」など避難者

のニーズへの対応による生活環境の改善の業務の３つに

分けられる。運営方針の決定に関わった団体は少なく，

外部支援者である NPO が簡単に入ることができる業務で

はないと考えられる。一方，生活ルールの確立やレイア

ウトづくりなどには多くの NPO が支援に入っていたこと

が分かる。また避難者の目線に立って必要なものを追加

するスペースづくりやそのためのニーズ把握を行ってい

る団体も多く，NPO が避難者に近い部分の業務に対し支

援を中心に入っていたことが分かる。（図 3-1） 

 
図 3-1 避難所の基幹業務の成り立ちと実行主体 

 

これまでの研究結果文 1)6)7)をふまえ K 市スポーツ施設

で想定される避難所運営体制を図 3-2 に示した。運営本

 

写真 3-1 オープニング記念講演にて防災設備・機能を紹介 

 
写真 3-2 幼児向け紙芝居：地震のときの身の守り方 

 

写真 3-3 施設の災害時利用設備と使い方の紹介 

 

写真 3-4 オープニングイベントでの防災プログラム開催案内 
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しい。しかし大規模な避難所では当初からの住民自治に

よる運営は困難であり，指定管理者による統括や専門的

な知識をもつ NPO 組織等による市に協力する中間支援を

想定した組織化が必要であることを前報文 1)で述べた。そ

こで本報では数千人規模の大規模避難所における円滑な

運営モデル構築に向けて，避難所施設の運営にあたる市

職員と茨城県 K 市のスポーツ施設において実践を行うと

ともに，成果の汎用化に向けたツールの構築を行った。 

 

1.2 対象施設 

本実践活動は，茨城県 K 市，及び，K 市の防災公園内

に立地する大規模公共スポーツ施設である防災アリーナ

を対象とする（図 1-1）。本施設は，2016 年基本設計・実

施設計，2017 年建設工事着工，2019 年 3 月竣工，同年 6

月に運営を開始した。住民主導型の避難所運営の計画を，

施設建設段階から自治体・施設管理者等関係者の間で検

討し，実装していく実践的活動である。一時避難者で１

万人，中長期避難では 2000 人の避難者を収容することが

想定されていることに対して，想定に適合した防災マニ

ュアルを作成することが目的の１つである。 

 

2 活動の方法と狙い・内容 

本実践活動に取り組むにあたって，K 市に働きかけて，

K 市（施設管理課，防災安全課，文化スポーツ課，社会

福祉課）の各担当者，PFI 事業の指定管理者である特定

目的会社(SPC)の施設管理・運営担当者，及び，日本女子

大学・清水建設のメンバーで避難所運営マニュアル・ワ

ーキング（以下，WG と記す）を設立し，2018 年 5 月～2019

年 10 月まで計 16 回の WG を開催した。 

WG 活動の狙いの 1 つは，作成が求められている「初動

対応マニュアル」「避難所運営マニュアル」の内容を，本

施設で想定されている一時避難１万人，中長期避難 2000

人に適合した具体性のあるものに書き換えることである。 

また 2000 人規模の大規模避難所運営を他施設でも展

開できるようチェックシート等の運営ツールを作成する。 

さらに，K 市スポーツ施設において大規模避難所運営

を行う運営体制の提案，及び，実際の災害時に支援可能

性がある NPO 団体との連携を行う。 

 

3 得られた成果 

3.1 実践活動で得られた成果 

初動対応・避難所運営マニュアルの改善 

対象施設では，専用の「初動対応マニュアル」文 2)と「避

難所運営マニュアル」文 3)の 2 種類を作成することになっ

ており，実践活動の開始時に当初案が作られていた。当

初の案では，責任主体が不明確，誰が行うのかという主

語が明記されていない，津波時の 1 万人の避難に対する

記述が乏しい，1 万人の避難に関して受付で名簿を記入

して受け入れるといった非現実的な記載がされている，

等の幾つかの課題があった。また，元々K 市では全避難

所を対象とした「K 市避難所運営マニュアル」があり，

本施設の「避難所運営マニュアル」文 4）は「K 市避難所運

営マニュアル」を参照する必要があった。 

それらの課題に対して，WG での討議を通じて改善を働

きかけた。まず，避難所の開設・運営の判断について責

任主体の明確化を行い，市職員にも認識してもらうよう

にした。避難者による自治への移行方法についての記載

がなく，避難所運営委員会の参加者に NPO 等の記載がな

かったため，運営主体の時間的変化に伴う役割分担につ

いて明記するようにした。また，津波時の 1 万人の一時

 

図 1-1 対象施設の 1 階平面図と災害時利用計画 
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K 市スポーツ施設は，施設建設の経緯に基づいて防災

のための施設の建設が求められていたことから，防災ア

リーナと名付けられ，施設名称に「防災」が含まれてい

る。しかしながら，当初，施設開業イベントでは，開館

式典と各種スポーツイベントのみが計画されていた。 

そこで，開館式典の記念講演では，本施設の災害時を

想定したハード面の紹介と日常・非常時の利用方法に関

する内容の追加を提案するとともに，子ども向け防災教

育プログラムを行う NPO のイベントや，日本女子大・清

水建設による防災紙芝居等を開催した。（写真 3-1～写真

3-4） 

 

避難所運営体制づくり 

熊本地震で NPO が関わった避難所運営業務を整理する

ために，各団体の支援活動内容を内閣府が作成した避難

所運営ガイドライン文 5)に基づき分類した。それらは避難

所運営の基幹業務とニーズへの対応に大別できる。基幹

業務の内容は，「避難所の運営方針の決定」という避難所

の基盤となる部分と，「生活ルールの確立・レイアウトづ

くり・トイレの確保」という避難生活を始めるための環

境づくり，「ニーズの把握・スペースづくり」など避難者

のニーズへの対応による生活環境の改善の業務の３つに

分けられる。運営方針の決定に関わった団体は少なく，

外部支援者である NPO が簡単に入ることができる業務で

はないと考えられる。一方，生活ルールの確立やレイア

ウトづくりなどには多くの NPO が支援に入っていたこと

が分かる。また避難者の目線に立って必要なものを追加

するスペースづくりやそのためのニーズ把握を行ってい

る団体も多く，NPO が避難者に近い部分の業務に対し支

援を中心に入っていたことが分かる。（図 3-1） 

 
図 3-1 避難所の基幹業務の成り立ちと実行主体 

 

これまでの研究結果文 1)6)7)をふまえ K 市スポーツ施設

で想定される避難所運営体制を図 3-2 に示した。運営本

 

写真 3-1 オープニング記念講演にて防災設備・機能を紹介 

 
写真 3-2 幼児向け紙芝居：地震のときの身の守り方 

 

写真 3-3 施設の災害時利用設備と使い方の紹介 

 

写真 3-4 オープニングイベントでの防災プログラム開催案内 
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表 3-1 避難所運営における課題チェックリスト（その１） 

発災当日
(1日目) 〜3日目 〜1週間 〜1ヶ月 〜3ヶ月 4ヶ月〜

平時
発災
当日

初動期
復旧
Ⅰ期

復旧
Ⅱ期

安定期 撤収期 大項目 中項目
実行

責任者
(注2)

人数規模
(注3)

行政
管理者

2 鍵の管理の把握はされているか

管理者 3
行政職員が避難所開設確認を行うまで
の避難者の待機場所や指示について検
討されているか

行政 4
避難所施設の安全確認と開設の判断は
誰がするか決められているか

◯

ライフライン
停止の想定

管理者 5
ライフライン（水道、食料、燃料）が
止まる想定は検討されているか

管理者 6 停電時の通信手段は確保されているか ◯

管理者 7
停電時の非常用電気の確保はされてい
るか

◯

管理者
運営組織

11
避難所運営委員会の会議を開催する仕
組みがあるか

◯

運営体制の周知
管理者

運営組織
13

避難所運営責任者を自治体や施設管理
者に共有・周知できているか

避難者数想定
行政

管理者
22

想定避難者数はあらかじめ試算されて
いるか

運営組織 28
各区割りへの情報伝達の仕組みは検討
されているか

運営組織 29
情報を周知する場（掲示板等）はある
か

◯

避難者の救命 管理者 30
発災直後から救助の必要な避難者を発
見・把握する体制があるか

避難者の
被災状況把握

管理者 31
災直後から避難者側の救護や被災情報
等が円滑に避難所関係者に伝わる仕組
みの構築ができているか

受付 受付の準備 管理者 32
受付の利用用途や設置場所、方法の検
討がされているか

◯

生活ルールの周知
管理者

運営組織
38

生活ルールの周知方法について検討さ
れているか

高齢者等への配慮 管理者 41 洋式トイレは用意されるか

避難所運営における課題チェックリスト

40
避難者想定数に見合った仮設トイレ
（簡易トイレ）の用意はあらかじめさ
れているか

◯トイレの設置数 管理者

行政
管理者

37 生活ルールの検討がされているか ◯

断水時の
トイレの確保

管理者 39
水道が止まった場合のトイレの確保は
されているか

名簿の項目は決まっているか

行政
管理者

運営組織
34

避難者名簿に記載されている情報の利
用検討はされているか

◯

生
活
ル
ー

ル
生活ルールの検討

人数
把握

人数把握の方法 管理者 36 人数把握の方法の検討がされているか

◯

避
難
者
名
簿

名簿の利用方法

行政
管理者

33
避難者名簿の記入・管理方法について
検討されているか

◯

名簿の項目 行政 35

避
難
者
の

救
命
救
護

避難所間の
協力体制

行政 27
地域の他の避難所を把握し、収容状況
に関する情報共有や連携体制を構築し
ているか

情報
伝達

避難者への
情報伝達

26
ペット連れの避難者への対応を検討し
ているか

◯

◯

ペットの収容計画 管理者

避難者の誘導 管理者 25
避難者の避難スペースへの誘導経路に
ついて検討されているか

避難者の過多
行政

管理者
23

避難者が収容人数を超えた場合の対応
について検討されているか

◯

避
難
者
の
収
容

避難所の
レイアウト

管理者 24

開設前に避難所の空間レイアウトを検
討しているか（空間レイアウトは間仕
切り、通路、区画、要配慮者や乳幼児
用等の部屋の確保などを含む）

19
自主運営への理解、説明や役割の振り
方は決まっているか

◯

情報の
引き継ぎと共有

行政
管理者

運営組織
21

運営者・施設管理者・行政間の連絡手
段の確立、またそれぞれの担当者の引
き継ぎ方法と情報共有の検討はされて
いるか

◯

管理者 20

自主運営への移行方法や方針が定まっ
ているか

◯

管理者

管理者
運営組織

18自主運営

管理者
運営組織

16
自主運営の主体者について検討されて
いるか

運営組織 17
運営の中に女性は含まれているか、男
女比の配慮は検討されているか

避難者に対し自主運営を促すよう検討
されているか

◯

多数の地域からの避難者が想定される
場合、そのコミュニティ形成の方法や
自主運営・活動についての検討・考慮
はされているか

◯

コミュニティ形成 管理者 15
避難所内でのコミュニティ形成の時期
や方法について言及・検討されている
か

◯

学校が避難所の場合、教員の役割は定
まっているか

12
避難所運営委員会へのNPOの参加は検
討されているか

14

◯

避難所運営
委員会の

体制の構築 ◯

(教職員) 10

避
難
所
運
営
の
主
体

運営体制の構築

行政
管理者

運営組織
9

コミュニティ
形成、自主運営

管理者

8
防寒用の燃料の準備・管理は行われて
いるか

◯

避難所運営者は決まっているか、
行政、管理者、避難者の運営体制を具
体的に決めているか

避難所運営の時期区分(注1)

ト
イ
レ
の
確
保

理

チェック事項

避
難
所
開
設
ま
で

開設確認

燃料の確保

行政
管理者

1
開設できる権限を持つ人が迅速に避難
所に来ることができるか

◯
2000

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

被
害
・
機
能
停
止

停電時の対応

管理者
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部は市・指定管理者が中心となり，時間経過とともに避

難者(住民)も参加する。市は常に意思決定の主体であり，

各業務に対しては指定管理者とノウハウをもった NPO の

協働体制を構築，初・中期から NPO がサポートする形に

なると考えられる。市は国・県との連携も行う。このほ

か住民の参加や個人ボランティアのサポートが入る。ま

た多数の課題を取り扱う大規模避難所では，本部支援に

入る NPO が各業務の分野に対し，適した NPO をコーディ

ネイトすることも必要である。 

 

図 3-2 避難所運営の体制 

 

K 市職員と支援可能な NPO 団体との連携 

2018 年 8 月，茨城県総合防災訓練にて避難所運営訓練

を実施していた県内 NPO 団体 J に対し，K 市職員の訓練

への参加を促し，NPO 団体 J の代表者と会う機会を設け

た（写真 3-5）。それを契機として，NPO 団体 J は，K 市

において 2019 年 2 月に防災講演会を，3 月に災害時要配

慮者の避難研修会を開催している。 

さらに，2020 年 3 月 29 日(日)，熊本地震，常総水害

等災害支援ノウハウのある専門 NPO の講師を迎え，K 市

職員・住民が参加する K 市主催の防災講演会を企画して

いる。実施結果について，今後，日本女子大平田研究室

のサイトに掲載する予定である。

（http://mcm-www.jwu.ac.jp/~hirata/） 

 

写真 3-5 茨城県総合防災訓練の避難所開設訓練の様子 

 

関係者の意識・行動の変化 

当初，市職員・施設管理者は 1 万人という避難者数に

関して特に問題意識を持っていなかったが，前代未聞の

規模であると繰返し指摘し，関係者で認識を共有できた。 

施設名称に「防災」が含まれることから，防災施設の

先進事例とみなされて全国から見学者が多数訪れること

や，防災プログラムの実施が求められることについて，

当初は市職員・施設管理者は認識していなかった。WG を

通じて，市職員の意識が変化し，オープニングのメニュ

ーに防災イベントが加えられた。次年度の予算計画案に

も複数の防災プログラムが予定されることになった。 

また，2000 人の中長期収容を想定したレイアウトの検

討にあたり，我々が提案したレイアウト案に対して，市

職員の発案で，9 月 18 日避難所の間仕切り設置訓練が実

施され，設置に要する時間の計測，通路幅員の妥当性や

観覧席からの視認性が確認された（写真 3-6）。WG の活動

を通じて，大規模避難所であるということについて，市

職員や施設管理者の認識が進み，災害に備えて実践しな

くてはならないという問題意識が高まったと考えられる。 

 

写真 3-6 避難所パーティション設営訓練の様子 

 

3.2 成果物 

 【事前段階】避難所運営チェックリスト  

東日本大震災，熊本地震の避難所の運営記録について

書かれた書籍や論文等の 61 文献注 1）から，開設された避

難所の運営事例と指摘課題を避難者規模別に抽出し，大

規模な避難所の運営における事前検討に必要な事項を明

らかにした。それを基に避難所運営課題を項目にしたチ

ェックリストが表 3-1・表 3-2 である。チェックリスト

は時系列で大項目を配置しており，全項目を事前に行政

と施設・住民が検討していくものである。このリストで

は発災時からの時期を区分するため色で示した。表

3-1・表 3-2 の時期区分は，これまでの避難所の運営記録，

行政や研究者等が示した時期別名称などを参考に時期を

区分けしたものである注 1）。 

 

【発災後】自己点検用アセスメントシート  

熊本地震では，国･県･市･社協･専門性のある NPO 等が 

266　　住総研   研究論文集 · 実践研究報告集 No.45, 2018 年版266　　住総研   研究論文集 · 実践研究報告集 No.46, 2019 年版
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ーに防災イベントが加えられた。次年度の予算計画案に

も複数の防災プログラムが予定されることになった。 

また，2000 人の中長期収容を想定したレイアウトの検

討にあたり，我々が提案したレイアウト案に対して，市

職員の発案で，9 月 18 日避難所の間仕切り設置訓練が実

施され，設置に要する時間の計測，通路幅員の妥当性や

観覧席からの視認性が確認された（写真 3-6）。WG の活動

を通じて，大規模避難所であるということについて，市

職員や施設管理者の認識が進み，災害に備えて実践しな

くてはならないという問題意識が高まったと考えられる。 
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部は市・指定管理者が中心となり，時間経過とともに避

難者(住民)も参加する。市は常に意思決定の主体であり，

各業務に対しては指定管理者とノウハウをもった NPO の

協働体制を構築，初・中期から NPO がサポートする形に

なると考えられる。市は国・県との連携も行う。このほ

か住民の参加や個人ボランティアのサポートが入る。ま

た多数の課題を取り扱う大規模避難所では，本部支援に

入る NPO が各業務の分野に対し，適した NPO をコーディ

ネイトすることも必要である。 

 

図 3-2 避難所運営の体制 

 

K 市職員と支援可能な NPO 団体との連携 

2018 年 8 月，茨城県総合防災訓練にて避難所運営訓練

を実施していた県内 NPO 団体 J に対し，K 市職員の訓練

への参加を促し，NPO 団体 J の代表者と会う機会を設け

た（写真 3-5）。それを契機として，NPO 団体 J は，K 市

において 2019 年 2 月に防災講演会を，3 月に災害時要配
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いる。実施結果について，今後，日本女子大平田研究室

のサイトに掲載する予定である。

（http://mcm-www.jwu.ac.jp/~hirata/） 
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表 3-1 避難所運営における課題チェックリスト（その１） 

発災当日
(1日目) 〜3日目 〜1週間 〜1ヶ月 〜3ヶ月 4ヶ月〜

平時
発災
当日

初動期
復旧
Ⅰ期

復旧
Ⅱ期

安定期 撤収期 大項目 中項目
実行

責任者
(注2)

人数規模
(注3)

行政
管理者

2 鍵の管理の把握はされているか

管理者 3
行政職員が避難所開設確認を行うまで
の避難者の待機場所や指示について検
討されているか

行政 4
避難所施設の安全確認と開設の判断は
誰がするか決められているか

◯

ライフライン
停止の想定

管理者 5
ライフライン（水道、食料、燃料）が
止まる想定は検討されているか

管理者 6 停電時の通信手段は確保されているか ◯

管理者 7
停電時の非常用電気の確保はされてい
るか

◯

管理者
運営組織

11
避難所運営委員会の会議を開催する仕
組みがあるか

◯

運営体制の周知
管理者

運営組織
13

避難所運営責任者を自治体や施設管理
者に共有・周知できているか

避難者数想定
行政

管理者
22

想定避難者数はあらかじめ試算されて
いるか

運営組織 28
各区割りへの情報伝達の仕組みは検討
されているか

運営組織 29
情報を周知する場（掲示板等）はある
か

◯

避難者の救命 管理者 30
発災直後から救助の必要な避難者を発
見・把握する体制があるか

避難者の
被災状況把握

管理者 31
災直後から避難者側の救護や被災情報
等が円滑に避難所関係者に伝わる仕組
みの構築ができているか

受付 受付の準備 管理者 32
受付の利用用途や設置場所、方法の検
討がされているか

◯

生活ルールの周知
管理者

運営組織
38

生活ルールの周知方法について検討さ
れているか

高齢者等への配慮 管理者 41 洋式トイレは用意されるか

避難所運営における課題チェックリスト

40
避難者想定数に見合った仮設トイレ
（簡易トイレ）の用意はあらかじめさ
れているか

◯トイレの設置数 管理者

行政
管理者

37 生活ルールの検討がされているか ◯

断水時の
トイレの確保

管理者 39
水道が止まった場合のトイレの確保は
されているか

名簿の項目は決まっているか

行政
管理者

運営組織
34

避難者名簿に記載されている情報の利
用検討はされているか

◯

生
活
ル
ー

ル
生活ルールの検討

人数
把握

人数把握の方法 管理者 36 人数把握の方法の検討がされているか

◯

避
難
者
名
簿

名簿の利用方法

行政
管理者

33
避難者名簿の記入・管理方法について
検討されているか

◯

名簿の項目 行政 35

避
難
者
の

救
命
救
護

避難所間の
協力体制

行政 27
地域の他の避難所を把握し、収容状況
に関する情報共有や連携体制を構築し
ているか

情報
伝達

避難者への
情報伝達

26
ペット連れの避難者への対応を検討し
ているか

◯

◯

ペットの収容計画 管理者

避難者の誘導 管理者 25
避難者の避難スペースへの誘導経路に
ついて検討されているか

避難者の過多
行政

管理者
23

避難者が収容人数を超えた場合の対応
について検討されているか

◯

避
難
者
の
収
容

避難所の
レイアウト

管理者 24

開設前に避難所の空間レイアウトを検
討しているか（空間レイアウトは間仕
切り、通路、区画、要配慮者や乳幼児
用等の部屋の確保などを含む）

19
自主運営への理解、説明や役割の振り
方は決まっているか

◯

情報の
引き継ぎと共有

行政
管理者

運営組織
21

運営者・施設管理者・行政間の連絡手
段の確立、またそれぞれの担当者の引
き継ぎ方法と情報共有の検討はされて
いるか

◯

管理者 20

自主運営への移行方法や方針が定まっ
ているか

◯

管理者

管理者
運営組織

18自主運営

管理者
運営組織

16
自主運営の主体者について検討されて
いるか

運営組織 17
運営の中に女性は含まれているか、男
女比の配慮は検討されているか

避難者に対し自主運営を促すよう検討
されているか

◯

多数の地域からの避難者が想定される
場合、そのコミュニティ形成の方法や
自主運営・活動についての検討・考慮
はされているか

◯

コミュニティ形成 管理者 15
避難所内でのコミュニティ形成の時期
や方法について言及・検討されている
か

◯

学校が避難所の場合、教員の役割は定
まっているか

12
避難所運営委員会へのNPOの参加は検
討されているか

14

◯

避難所運営
委員会の

体制の構築 ◯

(教職員) 10

避
難
所
運
営
の
主
体

運営体制の構築

行政
管理者

運営組織
9

コミュニティ
形成、自主運営

管理者

8
防寒用の燃料の準備・管理は行われて
いるか

◯

避難所運営者は決まっているか、
行政、管理者、避難者の運営体制を具
体的に決めているか

避難所運営の時期区分(注1)

ト
イ
レ
の
確
保

理

チェック事項

避
難
所
開
設
ま
で

開設確認

燃料の確保

行政
管理者

1
開設できる権限を持つ人が迅速に避難
所に来ることができるか

◯
2000

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

被
害
・
機
能
停
止

停電時の対応

管理者
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施設名称に「防災」が含まれることから，防災施設の

先進事例とみなされて全国から見学者が多数訪れること

や，防災プログラムの実施が求められることについて，

当初は市職員・施設管理者は認識していなかった。WG を

通じて，市職員の意識が変化し，オープニングのメニュ

ーに防災イベントが加えられた。次年度の予算計画案に

も複数の防災プログラムが予定されることになった。 

また，2000 人の中長期収容を想定したレイアウトの検

討にあたり，我々が提案したレイアウト案に対して，市

職員の発案で，9 月 18 日避難所の間仕切り設置訓練が実

施され，設置に要する時間の計測，通路幅員の妥当性や

観覧席からの視認性が確認された（写真 3-6）。WG の活動

を通じて，大規模避難所であるということについて，市

職員や施設管理者の認識が進み，災害に備えて実践しな

くてはならないという問題意識が高まったと考えられる。 

 

写真 3-6 避難所パーティション設営訓練の様子 

 

3.2 成果物 

 【事前段階】避難所運営チェックリスト  

東日本大震災，熊本地震の避難所の運営記録について

書かれた書籍や論文等の 61 文献注 1）から，開設された避

難所の運営事例と指摘課題を避難者規模別に抽出し，大

規模な避難所の運営における事前検討に必要な事項を明

らかにした。それを基に避難所運営課題を項目にしたチ

ェックリストが表 3-1・表 3-2 である。チェックリスト

は時系列で大項目を配置しており，全項目を事前に行政

と施設・住民が検討していくものである。このリストで

は発災時からの時期を区分するため色で示した。表

3-1・表 3-2 の時期区分は，これまでの避難所の運営記録，

行政や研究者等が示した時期別名称などを参考に時期を

区分けしたものである注 1）。 

 

【発災後】自己点検用アセスメントシート  

熊本地震では，国･県･市･社協･専門性のある NPO 等が 

　　住総研   研究論文集 · 実践研究報告集 No.45, 2018 年版　　267　　住総研   研究論文集 · 実践研究報告集 No.46, 2019 年版　　267
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｢火の国会議｣を立ち上げ，避難所環境改善に向けて 118

避難所全てを対象にアセスメントを実施した。そのアセ

スメントシート文 8)をもとに，地域の避難所間での生活環

境および運営状況の格差を解消するため，同一の評価基

準で避難所を評価するアセスメントシートを作成する。

熊本地震のアセスメントシートは生活環境改善に特化し

ていたため，表 3-1・表 3-2 の避難所運営チェックリス

トから，運営に関わる項目を抽出し，追加したものが表

3-3 のアセスメントシートである。避難所運営と生活環

境とを共に評価できる自己点検用シートとした。 

 

避難所デザイン要件 25 

他の施設でも水平展開可能である大規模避難所とし

ての施設（ハード）と運営（ソフト・スキル）の要件を

「避難所デザイン 25」として整理した。図 3-3 に示す。 

 

4 総括と今後の課題・展望 

本実践活動では，茨城県 K 市の大規模公共スポーツ施

設を対象に，設計段階から，大規模避難所運営のあり方

を検討し，想定される課題の洗い出しを行い運営主体に

チェックリスト等を元に提案，マニュアルでの運営計画

の重要性を指摘，運営主体とともに運営方法の具体化と

責任主体の明確化，訓練や運営体制づくり等の実践を進

めるという取り組みを行ってきた。K 市での実践活動の

取り組みとそれらによる進展や効果のイメージを表 4-1

に示す。表 4-1 の上の各項目に対して，各回議事録に市

職員や施設管理者から積極的な発言があった場合に○，

積極的な発言に加えてその後の活動に進展があった場合

に◎，現状の課題やあきらめなど消極的な発言があった

場合に△を記載した。また，ワーキング以外の活動・出

来事に関して同様に記載するとともに，イベント実施に

よる施設の知名度アップのように，予想される効果につ

いては括弧書きで示した。 

防災マニュアル改訂に関しては WG 活動開始以来，地

道に推進してきた一方，市職員や施設管理者の意識・行

動の変化に関しては，施設の運営開始，及び，台風への

対応をふまえて進んでいったと考えられる。避難所運営

体制づくりに関して，2018 年度に各地の NPO を訪問し，

今後，具現化していく予定である。市民への施設 PR は，

施設オープニングに向けて推進されたが，市民の防災リ

ーダー育成については進んでおらず，今後の課題である。 

大学研究者と建設会社の研究員，設計者，現地担当者

が関わることにより，これまでの大地震での避難所運営

者へのヒアリング調査の実施，調査結果をふまえた設備

計画への反映，調査結果をふまえた避難所運営体制の提

案，避難所運営体制を考慮した事前の専門 NPO との連携

への着手を行うことができた。但し，当初の狙いに比べ

ると，マニュアルの見直しなどは計画通りには進まず，

提案していた市職員の防災研修が実施できていないなど，

残された課題も多い。今後も，引き続き，実践活動とし

て粘り強く取り組んでいく必要がある。 

表 3-3 避難所アセスメントシート 

大項目 中項目

電気設備 1 Yes No

ガス設備 2 Yes No

水道設備 3 Yes No

燃料等 4 Yes No

5 Yes No

6 Yes No

7 Yes No

8 Yes No

9 良い 悪い

10 Yes No

11 Yes No

12 Yes No

13 Yes No

14 台 No

避難者名簿 15 Yes No

16 Yes No

17 Yes No

18 Yes No

19 Yes No

20 Yes No

21 1畳以上 1畳未満

22 Yes No

23 Yes No

24 Yes No

25 Yes No

26 Yes No

ペット対応 27 Yes No

洗濯の場所 28 Yes No

29 Yes No

30 Yes No

土足で生活スペースに入ることが禁止されているか

大人一人当たりどれ程のスペースが確保されているか

毛布だけを敷いて寝ている人がいないか

足腰が悪い人のための寝具（段ボールベット等）が使われて
いるか

情報伝達
行政や運営から避難者への情報周知は行われているか

避難所内に避難者へ向けた情報掲示板はあるか

避難者名簿があるか

避
難
所
の
レ
イ
ア
ウ
ト
・
居
住
環
境

レイアウト

避難所の区画はされているか

居住スペースに間仕切りが使われているか

食べるところと寝るところが分かれているか

避
難
所
運
営

避難所運営と
コミュニティ

形成

避難所運営者は決まっているか

住民（避難者）が避難所の運営に参画しているか

避難所運営委員会等による運営は機能しているか

避難所運営委員会等による会議は開かれているか

避難所の雰囲気はどうか

避難所内でコミュニティは形成されているか
（たとえば居住スペースごとに共同生活を営むグループが形
成されている、グループリーダーがいるなど）

運営者以外との
連携

常駐する行政職員がいるか

女性・乳幼児等への配
慮

女性専用の着替えスペースがあるか

女性専用の物干しスペースがあるか

授乳専用スペースがあるか

ペット同伴の避難者と一般の避難者は部屋が分かれているか

避難所で洗濯ができる環境があるか

寝起きする場所に110cm以上の通路が確保されているか

避難者の
生活スペース・
寝床の環境

ラ
イ
フ

ラ
イ
ン

電気が使えるか

ガスが使えるか

水道が使えるか

防寒用の燃料の管理は十分か

情報の引き継ぎと共有はできているか

避難者の把握
避難者数は把握しているか

車中泊の車があるか（Yesの場合、台数を記入）

避難所のアセスメントシート
　　【目　的】避難所の運営と環境を評価するためのチェックシートです。
　　　　　　　避難所運営は避難者である住民が中心に運営を行うことが理想的ですが、その避難所の状況等に
          　　適した運営が行えていると良いです。
　　【使い方】小項目の問いに対し、当てはまる回答に○をつけてください。また、その現状や工夫している
        　　　こと等について自由に記入してください。

■記入日　　　　年　　月　　日（　　）　時　　分 ■避難所（施設）名

■避難所開設日　　　年　　月　　日（　　） ■記入者氏名

■ヒアリングさせてもらった
　人の氏名（任意）

■ヒアリング時の避難者数          　  人

小項目 回答

 

和式 基 洋式 基 小便器 基

和式 基 洋式 基 小便器 基

和式 基 洋式 基

和式 基 洋式 基

和式 基 洋式 基 小便器 基

和式 基 洋式 基 小便器 基

32 Yes No

33 Yes No

34 Yes No

35 Yes No

36 Yes No

37 Yes No

要配慮者への配慮 38 Yes No

39 Yes No

40 Yes No

41 Yes No

42 Yes No

43 Yes No

44 Yes No

45 Yes No

46 Yes No

47 Yes No

救命救護 48 Yes No

49 Yes No

50 Yes No

51 Yes No

52 Yes No

53 Yes No

54 Yes No

55 Yes No

56 Yes No

57 Yes No

入浴 58 Yes No

要配慮者等の把握 59 Yes No

60 Yes No

61 Yes No

外国人への配慮 62 Yes No

63 Yes No

64 Yes No

防犯対策 防犯の取り組みは行われているか

ボランティア ボランティア団体は避難所に入っているか

  特に伝えたい点

　　　　　　　　小項目の番号では、無印：最低限達成してほしい標準的事項、セルの網がけ：より質が高い高水準事項　を示す

入浴を希望する人が三日に1回以上、風呂に入れているか

女
性
・
要
配
慮

者
等
へ
の
配
慮

妊産婦、乳幼児、身障者、高齢者等の配慮が必要な人を把握
しているか

女性・性差への
配慮

物資に女性や乳幼児向け用品が含まれているか

トランスジェンダー等への配慮はされているか

外国人への配慮はされているか

救
命
救
護
・
感
染
症

対
策
・
健
康
衛
生
管
理

感染症予防のために消毒等の工夫や周知は行われているか

エコノミークラス症候群の予防を行っているか

避難所内の
衛生管理

手の消毒液があるか

換気をこまめに行っているか

ゴミ収集
ゴミが分別されているか

行政からのゴミの回収がされているか

行政から、おにぎりやパンの食事の配給があるか
（Yesの場合、配食の時間帯について具体的に記入）

配給以外に民間の炊き出し等（温食）が行われているか
（Yesの場合、炊き出しの頻度を過去1週間を例に実施した回
数を記入）

炊き出しのための人数把握や提供方法は決まっているか

避難所に救命救護の対応や発見・把握する体制はあるか

避難者の
健康把握

看護師や保健師が常駐または巡回しているか
（Yesの場合、駐在か巡回か記入）

避難者の健康状態を把握する仕組みはあるか

健康の維持・
管理の周知

衛生環境の徹底や周知はされているか

仮設

共用
常設

仮設

高齢者等に配慮されているか

物
資
・
食
料

物資の
管理・配給

必要物資は避難者数に対し足りているか

希望した物資は届いているか

物資の管理場所はあるか

物資の配布方法は決まっているか

食料の配給

食料の管理場所はあるか

食料の配布方法は決まっているか

ト
イ
レ

個数
31

トイレの個数を教えてください

男性
常設

仮設

トイレの個数は避難者数に対し十分か

手洗い場
手洗い場があるか

（濡れた手を拭くための）ペーパータオルがあるか

衛生環境

トイレ内にゴミ箱が設置されているか

屋内トイレにトイレ専用の履物（スリッパ等）が使われてい
るか

トイレ掃除は1日1回以上行われているか

女性
常設
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表 3-2 避難所運営における課題チェックリスト（その２） 

発災当日
(1日目) 〜3日目 〜1週間 〜1ヶ月 〜3ヶ月 4ヶ月〜

平時
発災
当日

初動期
復旧
Ⅰ期

復旧
Ⅱ期

安定期 撤収期 大項目 中項目
実行

責任者
(注2)

人数規模
(注3)

行政
管理者

43
地域的に孤立が考えられる場合、飲料
水や生活用水等、食料の備蓄を十分に
用意しているか

管理者
運営組織

46
支援物資の数量管理方法は決まってい
るか

病気予防 運営組織 53
エコノミークラス症候群の予防を行っ
ているか

換気
管理者

運営組織
55

こまめに避難所の換気を行うよう指示
があるか

女性等への配慮
管理者

運営組織
58

更衣場所や授乳場所など、女性や乳幼
児等の親への配慮は検討されているか

女性用品等の備蓄
管理者

運営組織
59

備蓄に女性や乳幼児向け用品が含まれ
ているか、配慮がされているか

外国人への配慮
管理者

運営組織
61 外国人への配慮は検討されているか ◯

トランスジェンダー等
への配慮

管理者
運営組織

62
LGBT等の性自認及び性的指向に関する
配慮は検討されているか

防犯 防犯
管理者

運営組織
65

防犯の取り組みについて検討されてい
るか

訪問者対応
管理者

運営組織
66

避難者以外の訪問者への対応・待機場
所等の検討がされているか

避難所の
集約・閉鎖

行政
運営組織

69
避難所の集約または閉鎖に伴う避難者
の退去先を検討しているか

開設時の連絡体系
行政

管理者
71

平時から行政と指定避難所の連絡体制
は確立されているか

役割の把握
行政

管理者
72

管理者や運営者は避難所での役割や運
営方法、流れを日ごろから知っている
か

◯

避難者への理解
行政

管理者
住民

74
避難者に対し食料や飲料水の不足の周
知や理解を求める

家庭での備え
行政
住民

75
大規模であるほど食料や飲料水は不足
が想定されるので、家庭から備えてお
くことを周知しておく

孤立機関の
物資の確保

76
孤立が予想される地域において、数日
間支援がなくても過ごせるよう長期的
な備蓄がされているか

(注1)時期区分は東日本大震災、熊本地震の事例と自治体や研究者が提案した時期区分を参考に作成。行動期間の時期の目安に色をつけている。

(注2)対象施設における実行責任者を示す。　行政：市町村等自治体　管理者：施設の管理者・団体　運営組織：避難者等を中心とした運営を担う避難所内の組織　住民：避難者になりうる地域住民

(注3)○は大規模避難所での根拠があるものを示す。2000は2000人規模の事例があることを示す。

行政 78

避難所での備蓄
行政

管理者
73

平時から備蓄の確保とメンテナンスが
行われているか、その扱い方が周知さ
れているか

◯

施設機能再開への理解 70
学校機能と避難所運営を併存できる仕
組みを考えているか

◯

平
時
・
事
前

避難所間の
格差の解消

行政 77
外部団体等で地域の避難所を把握・評
価する仕組みがあるか

地域の避難所間で情報共有・交換を行
う場が設けられているか

◯

集
約
・
閉

鎖

ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア

対
応

取材者対応
管理者

運営組織
67

報道関係者に対する対応等が具体的に
検討されているか

◯

訪
問
者
対

応

ボランティアの受け入れ等の対応につ
いて具体的に検討されているか（募集
や受け入れ、処遇、調整など）

◯
2000

ボランティア対応
行政

管理者
運営組織

68

64
避難者のニーズ収集についてNPO等外部支
援者の協力を得ることが検討されている
か

◯

管理者
運営組織

60
避難者の中で配慮が必要な人（高齢
者、身障者、乳幼児、妊産婦等）の把
握を検討しているか

子どもへの配慮 63
子ども（小学生等）への配慮は検討され
ているか

◯

◯

女
性
・
要
配
慮
者
等
へ
の
配
慮

要援護者への配慮

避難者の
衛生管理と周知

運営組織 57
避難所生活での衛生管理の周知体系は
検討しているか

◯

ニーズ収集

感染予防と周知
管理者

運営組織
54

感染症予防のため、消毒や衛生環境、
避難者への周知徹底が検討されている
か

◯

感
染
症
対
策
・
健
康
衛
生
管
理

避難者の
健康管理と周知

運営組織 56
避難者が健康状態について声をあげる
環境作りがされているか

炊き出しの
提供方法

行政
運営組織

52
炊き出しの提供方法について検討はさ
れているか

◯

51
炊き出しのための人数把握方法は確立
されているか

◯
2000

炊き出しの
人数確認

行政
運営組織

支援物資の分配
行政

管理者
50

支援物資の避難者への分配方法は定
まっているか、行政や自治会の間で、
具体的な物資配給方法を構築している
か

◯

49 支援団体と連携は取れているか

48

支援物資の要請方法は定まっているか ◯

支援団体との連携

支援物資の管理者・運用者の決定、ま
た協力団体への周知はされているか

行政
管理者

支援物資の保管場所や管理方法は決
まっているか

◯

支援物資の要請食
料
・
物
資
の
管
理
・
配
布

支援物資の管理
管理者 45

管理者
運営組織

47

行政
管理者

飲
料
水
・
生
活
用

水
・
食
料
の
備
蓄

備蓄

行政
管理者

44
避難者想定数に見合った飲料水・生活
用水や食料の確保はされているか（少
なくとも3日間）

◯

◯

避難所運営の時期区分(注1)
避難所運営における課題チェックリスト

チェック事項
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｢火の国会議｣を立ち上げ，避難所環境改善に向けて 118

避難所全てを対象にアセスメントを実施した。そのアセ

スメントシート文 8)をもとに，地域の避難所間での生活環

境および運営状況の格差を解消するため，同一の評価基

準で避難所を評価するアセスメントシートを作成する。

熊本地震のアセスメントシートは生活環境改善に特化し

ていたため，表 3-1・表 3-2 の避難所運営チェックリス

トから，運営に関わる項目を抽出し，追加したものが表

3-3 のアセスメントシートである。避難所運営と生活環

境とを共に評価できる自己点検用シートとした。 

 

避難所デザイン要件 25 

他の施設でも水平展開可能である大規模避難所とし

ての施設（ハード）と運営（ソフト・スキル）の要件を

「避難所デザイン 25」として整理した。図 3-3 に示す。 

 

4 総括と今後の課題・展望 

本実践活動では，茨城県 K 市の大規模公共スポーツ施

設を対象に，設計段階から，大規模避難所運営のあり方

を検討し，想定される課題の洗い出しを行い運営主体に

チェックリスト等を元に提案，マニュアルでの運営計画

の重要性を指摘，運営主体とともに運営方法の具体化と

責任主体の明確化，訓練や運営体制づくり等の実践を進

めるという取り組みを行ってきた。K 市での実践活動の

取り組みとそれらによる進展や効果のイメージを表 4-1

に示す。表 4-1 の上の各項目に対して，各回議事録に市

職員や施設管理者から積極的な発言があった場合に○，

積極的な発言に加えてその後の活動に進展があった場合

に◎，現状の課題やあきらめなど消極的な発言があった

場合に△を記載した。また，ワーキング以外の活動・出

来事に関して同様に記載するとともに，イベント実施に

よる施設の知名度アップのように，予想される効果につ

いては括弧書きで示した。 

防災マニュアル改訂に関しては WG 活動開始以来，地

道に推進してきた一方，市職員や施設管理者の意識・行

動の変化に関しては，施設の運営開始，及び，台風への

対応をふまえて進んでいったと考えられる。避難所運営

体制づくりに関して，2018 年度に各地の NPO を訪問し，

今後，具現化していく予定である。市民への施設 PR は，

施設オープニングに向けて推進されたが，市民の防災リ

ーダー育成については進んでおらず，今後の課題である。 

大学研究者と建設会社の研究員，設計者，現地担当者

が関わることにより，これまでの大地震での避難所運営

者へのヒアリング調査の実施，調査結果をふまえた設備

計画への反映，調査結果をふまえた避難所運営体制の提

案，避難所運営体制を考慮した事前の専門 NPO との連携

への着手を行うことができた。但し，当初の狙いに比べ

ると，マニュアルの見直しなどは計画通りには進まず，

提案していた市職員の防災研修が実施できていないなど，

残された課題も多い。今後も，引き続き，実践活動とし

て粘り強く取り組んでいく必要がある。 

表 3-3 避難所アセスメントシート 

大項目 中項目

電気設備 1 Yes No

ガス設備 2 Yes No

水道設備 3 Yes No

燃料等 4 Yes No

5 Yes No

6 Yes No

7 Yes No

8 Yes No

9 良い 悪い

10 Yes No

11 Yes No

12 Yes No

13 Yes No

14 台 No

避難者名簿 15 Yes No

16 Yes No

17 Yes No

18 Yes No

19 Yes No

20 Yes No

21 1畳以上 1畳未満

22 Yes No

23 Yes No

24 Yes No

25 Yes No

26 Yes No

ペット対応 27 Yes No

洗濯の場所 28 Yes No

29 Yes No

30 Yes No

土足で生活スペースに入ることが禁止されているか

大人一人当たりどれ程のスペースが確保されているか

毛布だけを敷いて寝ている人がいないか

足腰が悪い人のための寝具（段ボールベット等）が使われて
いるか

情報伝達
行政や運営から避難者への情報周知は行われているか

避難所内に避難者へ向けた情報掲示板はあるか

避難者名簿があるか

避
難
所
の
レ
イ
ア
ウ
ト
・
居
住
環
境

レイアウト

避難所の区画はされているか

居住スペースに間仕切りが使われているか

食べるところと寝るところが分かれているか

避
難
所
運
営

避難所運営と
コミュニティ

形成

避難所運営者は決まっているか

住民（避難者）が避難所の運営に参画しているか

避難所運営委員会等による運営は機能しているか

避難所運営委員会等による会議は開かれているか

避難所の雰囲気はどうか

避難所内でコミュニティは形成されているか
（たとえば居住スペースごとに共同生活を営むグループが形
成されている、グループリーダーがいるなど）

運営者以外との
連携

常駐する行政職員がいるか

女性・乳幼児等への配
慮

女性専用の着替えスペースがあるか

女性専用の物干しスペースがあるか

授乳専用スペースがあるか

ペット同伴の避難者と一般の避難者は部屋が分かれているか

避難所で洗濯ができる環境があるか

寝起きする場所に110cm以上の通路が確保されているか

避難者の
生活スペース・
寝床の環境

ラ
イ
フ

ラ
イ
ン

電気が使えるか

ガスが使えるか

水道が使えるか

防寒用の燃料の管理は十分か

情報の引き継ぎと共有はできているか

避難者の把握
避難者数は把握しているか

車中泊の車があるか（Yesの場合、台数を記入）

避難所のアセスメントシート
　　【目　的】避難所の運営と環境を評価するためのチェックシートです。
　　　　　　　避難所運営は避難者である住民が中心に運営を行うことが理想的ですが、その避難所の状況等に
          　　適した運営が行えていると良いです。
　　【使い方】小項目の問いに対し、当てはまる回答に○をつけてください。また、その現状や工夫している
        　　　こと等について自由に記入してください。

■記入日　　　　年　　月　　日（　　）　時　　分 ■避難所（施設）名

■避難所開設日　　　年　　月　　日（　　） ■記入者氏名

■ヒアリングさせてもらった
　人の氏名（任意）

■ヒアリング時の避難者数          　  人

小項目 回答

 

和式 基 洋式 基 小便器 基

和式 基 洋式 基 小便器 基

和式 基 洋式 基

和式 基 洋式 基

和式 基 洋式 基 小便器 基

和式 基 洋式 基 小便器 基

32 Yes No

33 Yes No

34 Yes No

35 Yes No

36 Yes No

37 Yes No

要配慮者への配慮 38 Yes No

39 Yes No

40 Yes No

41 Yes No

42 Yes No

43 Yes No

44 Yes No

45 Yes No

46 Yes No

47 Yes No

救命救護 48 Yes No

49 Yes No

50 Yes No

51 Yes No

52 Yes No

53 Yes No

54 Yes No

55 Yes No

56 Yes No

57 Yes No

入浴 58 Yes No

要配慮者等の把握 59 Yes No

60 Yes No

61 Yes No

外国人への配慮 62 Yes No

63 Yes No

64 Yes No

防犯対策 防犯の取り組みは行われているか

ボランティア ボランティア団体は避難所に入っているか

  特に伝えたい点

　　　　　　　　小項目の番号では、無印：最低限達成してほしい標準的事項、セルの網がけ：より質が高い高水準事項　を示す

入浴を希望する人が三日に1回以上、風呂に入れているか

女
性
・
要
配
慮

者
等
へ
の
配
慮

妊産婦、乳幼児、身障者、高齢者等の配慮が必要な人を把握
しているか

女性・性差への
配慮

物資に女性や乳幼児向け用品が含まれているか

トランスジェンダー等への配慮はされているか

外国人への配慮はされているか

救
命
救
護
・
感
染
症

対
策
・
健
康
衛
生
管
理

感染症予防のために消毒等の工夫や周知は行われているか

エコノミークラス症候群の予防を行っているか

避難所内の
衛生管理

手の消毒液があるか

換気をこまめに行っているか

ゴミ収集
ゴミが分別されているか

行政からのゴミの回収がされているか

行政から、おにぎりやパンの食事の配給があるか
（Yesの場合、配食の時間帯について具体的に記入）

配給以外に民間の炊き出し等（温食）が行われているか
（Yesの場合、炊き出しの頻度を過去1週間を例に実施した回
数を記入）

炊き出しのための人数把握や提供方法は決まっているか

避難所に救命救護の対応や発見・把握する体制はあるか

避難者の
健康把握

看護師や保健師が常駐または巡回しているか
（Yesの場合、駐在か巡回か記入）

避難者の健康状態を把握する仕組みはあるか

健康の維持・
管理の周知

衛生環境の徹底や周知はされているか

仮設

共用
常設

仮設

高齢者等に配慮されているか

物
資
・
食
料

物資の
管理・配給

必要物資は避難者数に対し足りているか

希望した物資は届いているか

物資の管理場所はあるか

物資の配布方法は決まっているか

食料の配給

食料の管理場所はあるか

食料の配布方法は決まっているか

ト
イ
レ

個数
31

トイレの個数を教えてください

男性
常設

仮設

トイレの個数は避難者数に対し十分か

手洗い場
手洗い場があるか

（濡れた手を拭くための）ペーパータオルがあるか

衛生環境

トイレ内にゴミ箱が設置されているか

屋内トイレにトイレ専用の履物（スリッパ等）が使われてい
るか

トイレ掃除は1日1回以上行われているか

女性
常設
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表 3-2 避難所運営における課題チェックリスト（その２） 

発災当日
(1日目) 〜3日目 〜1週間 〜1ヶ月 〜3ヶ月 4ヶ月〜

平時
発災
当日

初動期
復旧
Ⅰ期

復旧
Ⅱ期

安定期 撤収期 大項目 中項目
実行

責任者
(注2)

人数規模
(注3)

行政
管理者

43
地域的に孤立が考えられる場合、飲料
水や生活用水等、食料の備蓄を十分に
用意しているか

管理者
運営組織

46
支援物資の数量管理方法は決まってい
るか

病気予防 運営組織 53
エコノミークラス症候群の予防を行っ
ているか

換気
管理者

運営組織
55

こまめに避難所の換気を行うよう指示
があるか

女性等への配慮
管理者

運営組織
58

更衣場所や授乳場所など、女性や乳幼
児等の親への配慮は検討されているか

女性用品等の備蓄
管理者

運営組織
59

備蓄に女性や乳幼児向け用品が含まれ
ているか、配慮がされているか

外国人への配慮
管理者

運営組織
61 外国人への配慮は検討されているか ◯

トランスジェンダー等
への配慮

管理者
運営組織

62
LGBT等の性自認及び性的指向に関する
配慮は検討されているか

防犯 防犯
管理者

運営組織
65

防犯の取り組みについて検討されてい
るか

訪問者対応
管理者

運営組織
66

避難者以外の訪問者への対応・待機場
所等の検討がされているか

避難所の
集約・閉鎖

行政
運営組織

69
避難所の集約または閉鎖に伴う避難者
の退去先を検討しているか

開設時の連絡体系
行政

管理者
71

平時から行政と指定避難所の連絡体制
は確立されているか

役割の把握
行政

管理者
72

管理者や運営者は避難所での役割や運
営方法、流れを日ごろから知っている
か

◯

避難者への理解
行政

管理者
住民

74
避難者に対し食料や飲料水の不足の周
知や理解を求める

家庭での備え
行政
住民

75
大規模であるほど食料や飲料水は不足
が想定されるので、家庭から備えてお
くことを周知しておく

孤立機関の
物資の確保

76
孤立が予想される地域において、数日
間支援がなくても過ごせるよう長期的
な備蓄がされているか

(注1)時期区分は東日本大震災、熊本地震の事例と自治体や研究者が提案した時期区分を参考に作成。行動期間の時期の目安に色をつけている。

(注2)対象施設における実行責任者を示す。　行政：市町村等自治体　管理者：施設の管理者・団体　運営組織：避難者等を中心とした運営を担う避難所内の組織　住民：避難者になりうる地域住民

(注3)○は大規模避難所での根拠があるものを示す。2000は2000人規模の事例があることを示す。

行政 78

避難所での備蓄
行政

管理者
73

平時から備蓄の確保とメンテナンスが
行われているか、その扱い方が周知さ
れているか

◯

施設機能再開への理解 70
学校機能と避難所運営を併存できる仕
組みを考えているか

◯

平
時
・
事
前

避難所間の
格差の解消

行政 77
外部団体等で地域の避難所を把握・評
価する仕組みがあるか

地域の避難所間で情報共有・交換を行
う場が設けられているか

◯

集
約
・
閉

鎖

ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア

対
応

取材者対応
管理者

運営組織
67

報道関係者に対する対応等が具体的に
検討されているか

◯

訪
問
者
対

応

ボランティアの受け入れ等の対応につ
いて具体的に検討されているか（募集
や受け入れ、処遇、調整など）

◯
2000

ボランティア対応
行政

管理者
運営組織

68

64
避難者のニーズ収集についてNPO等外部支
援者の協力を得ることが検討されている
か

◯

管理者
運営組織

60
避難者の中で配慮が必要な人（高齢
者、身障者、乳幼児、妊産婦等）の把
握を検討しているか

子どもへの配慮 63
子ども（小学生等）への配慮は検討され
ているか

◯

◯

女
性
・
要
配
慮
者
等
へ
の
配
慮

要援護者への配慮

避難者の
衛生管理と周知

運営組織 57
避難所生活での衛生管理の周知体系は
検討しているか

◯

ニーズ収集

感染予防と周知
管理者

運営組織
54

感染症予防のため、消毒や衛生環境、
避難者への周知徹底が検討されている
か

◯

感
染
症
対
策
・
健
康
衛
生
管
理

避難者の
健康管理と周知

運営組織 56
避難者が健康状態について声をあげる
環境作りがされているか

炊き出しの
提供方法

行政
運営組織

52
炊き出しの提供方法について検討はさ
れているか

◯

51
炊き出しのための人数把握方法は確立
されているか

◯
2000

炊き出しの
人数確認

行政
運営組織

支援物資の分配
行政

管理者
50

支援物資の避難者への分配方法は定
まっているか、行政や自治会の間で、
具体的な物資配給方法を構築している
か

◯

49 支援団体と連携は取れているか

48

支援物資の要請方法は定まっているか ◯

支援団体との連携

支援物資の管理者・運用者の決定、ま
た協力団体への周知はされているか

行政
管理者

支援物資の保管場所や管理方法は決
まっているか

◯

支援物資の要請食
料
・
物
資
の
管
理
・
配
布

支援物資の管理
管理者 45

管理者
運営組織

47

行政
管理者

飲
料
水
・
生
活
用

水
・
食
料
の
備
蓄

備蓄

行政
管理者

44
避難者想定数に見合った飲料水・生活
用水や食料の確保はされているか（少
なくとも3日間）

◯

◯

避難所運営の時期区分(注1)
避難所運営における課題チェックリスト

チェック事項
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K 市ではこの公共スポーツ施設が完成したことで，施

設を拠点とした多様な活動が生まれ，それらの活動を通

じたさまざまなネットワークの構築が期待される。そう

した平常時のつながりが，災害時のつながりとして役立

つよう，継続的な活動を続けていきたい。 

今後の課題として，大規模避難所運営マニュアルを改

訂し充実させること，施設管理者や市職員，住民が参加

する避難所運営訓練を実現すること，そのために住民の

防災リーダーを育成することなどがある。災害時に避難

所運営がスムーズに行えるようにするためには，日常か

ら施設利用者が避難所利用の心構えやルールを認識して

おくこと，施設の特徴を理解し，災害時の施設・設備に

使い慣れておくことが必要である。 

本実践活動は，一時避難 1 万人を想定した大規模避難

所を対象としたものであり，この数字は一般的な避難所

モデルとは言えない。しかしながら，防災への意識や取

組みが十分とは言えない人口 10 万人程度の地方都市に

おいて，大規模避難所の運営・統括を行う上で，災害支

援経験が豊富な NPO 団体等との連携が不可欠と考えてい

る。今年 3 月，災害支援 NPO 団体と市職員や地域団体と

の顔合わせを行うための防災講演会が予定されており，

その NPO 団体に，この施設での啓発イベントの定期開催

や避難所運営訓練への協力をお願いしたいと考えている。

さらに，次年度は，近隣のコミュニティ協議会を対象に，

この公共スポーツ施設での避難所運営の担い手となって

もらうことを想定した防災教育の活動を推進していく予

表 4-1 K 市での実践活動の取り組みとそれらによる進展や効果のイメージ 

ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ活動 関連の活動・出来事
防災マニュアル

作成・改訂

職員や管理者の

意識・行動変化

避難所運営

体制づくり

市民リーダー

の育成
市民への施設PR

第1回(2018.5.25)
△学区毎の避難所の

指定はないとの発言

〇大規模避難所のマ

ニュアルの必要性を

実感したとの発言

△お客様視点で避難

してくる住民が多い

との発言

全国災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾈｯﾄﾜｰｸｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ (NPOの情報収集)

第2回(2018.6.21)
△避難所毎のマニュ

アルはないとの発言

〇1万人の受け入れ計

画を検討すると発言

△避難所運営準備会

の開催なしとの発言

△祭りでのPR予定は

なしとの発言

常総NPOﾋｱﾘﾝｸﾞ (NPOとの人脈形成)

第3回(2018.7.13)
△位置づけの結論は

出てないとの発言

△周知イベントの予

定はないと発言

長岡NPOﾋｱﾘﾝｸﾞ (NPOとの人脈形成)

茨城県防災訓練参加 ◎避難所訓練参加 (NPOとの人脈形成)

第4回(2018.8.30)
〇市とSPCで作成する

という発言

○県の避難所訓練が

参考になったと発言

〇職員は3交代24時間

対応と発言

地域祭へ出展 (出展で知名度up)

Kフェスタ出展 (出展で知名度up)

第5回(2018.11.15)
△経験がないので難

しいという発言

〇NPO活用､ﾘｽﾄﾊﾞﾝﾄﾞ･

食料準備等の発言

○次年度防災ｲﾍﾞﾝﾄ等

予算化

第6回(2018.12.11) ○施設開放順の発言 ○レイアウト検討
○開業時の防災イベ

ントの発案

首都圏ｱﾘｰﾅﾋｱﾘﾝｸﾞ (運営経験情報入手)

副市長意見交換
〇避難所集約に関す

る発言

〇他事例研究が必要､

職員派遣を検討する

と発言

〇防災組織・体制の

変更が必要との発言

第7回(2019.1.24)
○市の防災計画、施

設開放順の議論

〇首都圏アリーナヒ

アリングの共有

第8回(2019.2.15)
◎マニュアル素案の

読み合わせ・修正

第9回(2019.3.13)
○点検する設備を具

体化する議論

○施設点検訓練への

意欲あり

〇NPOの紹介に関する

発言

〇市民団体に関する

発言

第10回(2019.3.28)
◎提出版最終調整、

今後の改善

〇レイアウトへの問

題意識あり

〇初動訓練に関する

発言

建物竣工
(建物完成による意識

の高まり)

第11回(2019.4.18)
○初動訓練､避難所運

営訓練に意欲あり

○5/22初動訓練の企

画検討

第12回(2019.5.16) ○初動対応の流れ
◎開業イベントに防

災系を追加

○5/22初動訓練の企

画検討

○開業イベントの企

画検討

施設開業イベント ◎市民がサポート ◎市民多数が参加

全国災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾈｯﾄﾜｰｸｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ (NPOとの人脈形成)

第13回(2019.6.24)
○避難所レイアウ

ト、受付の議論

○初動訓練で施設点

検に要する時間把握

防災講演会 ◎市民が参加 ◎市民が参加

第14回(2019.7.25)
◎避難所レイアウト

の議論が進んだ

◎間仕切設営訓練の

企画

〇職員研修に関する

発言

〇2020年3月イベント

の企画

台風15号･19号,間仕切設営訓練
◎台風での避難所運

営経験を通じた発言

第15回(2019.9.25)
◎自主避難所、避難

所開設に関する議論

◎台風15号､間仕切設

営訓練を通じた発言
○避難所開設指示書

〇2020年3月イベント

企画､来年度予算計画

第16回(2019.10.31)
◎ﾏﾆｭｱﾙを改訂する方

針確定､月2回打合せ

○管理者の積極的な

発言あり

○ｽﾀｯﾌ増員､ﾘｰﾀﾞｰ事

前決定の要望が出た

【凡例】　◎：関連する発言があり、その後の取組みに進展があった　○：関連する発言や計画の検討がされた　△：消極的な発言があった  
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１．屋外に大きく開かれた１階デッキ ２．津波時に避難しやすい大階段 ３. 避難所レイアウトがしやすい平面計画 ４．災害時の使い方がわかるサイン計画

５．横になれる水平な観客席ベンチ ６．移動可能な照明付き家具 ７．情報共有に活用できる掲示板 ８．ペット用避難スペースの工夫

９．ハイサイドライトによる自然採光 10．敷地の風向を活かした自然換気 11． ３日分の電力を確保 12．災害時に利用できるエレベーター

注）
地震時管制運転装置により
停止した場合は利用不可

13．非常電力供給コンセントが各所に設置 14．災害時の空調・換気設備が利用可能

災害後も3日間、空調・換気可能なエリア
災害時も3日間、換気可能なエリア

15．３日分の飲料水を供給できる
（受水槽・給水ポンプに緊急遮断弁付）

16．雑用水にプール・雨水貯留水を活用

17．災害時でもトイレ利用可

全てのトイレは停電時も水を流せる
（自己発電型／手動フラッシュバルブ方式）
トイレの照明等に非常用発電機からの電力を供給

18．緊急排水槽の設置

下水本管破断時には緊急排水槽へ排水可

19．身障者用トイレはｳｫｼｭﾚｯﾄ使用可
＊停電時は非常用発電機から電力供給

20．近隣のマンホールトイレ利用可

21．炊き出しが可能な設備
外壁に災害時炊き出し用ガスコックあり （LPガス）

22．平常時のにぎわいが災害時に生きる
（防災講演会・イベントなど）

23．避難所ﾏﾆｭｱﾙに学術的知見を反映

施設管理者 統括

専門知識をもつ組織／防災等の専門的NPO

避難所生活者概数
250人程度

時間の流れ

避難所生活者概数
1,000人程度

地方自治体（市町村）
意思決定主体

避難所生活者概数
10,000人程度

施設管理
者統括

住民自治

初期

地方自治体（市町村）
意思決定主体

防災の専門知識
をもつ組織／NPO

住民自治

地方自治体（市町村）
意思決定主体

住民自治

防災の専門知識
をもつ組織／NPO

施設管理者 統括

24．設計段階から避難所運営WGを構築

25．｢もしも｣のときも｢いつも｣のところへ

施設のコンセプトを日頃から周知すること
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K 市ではこの公共スポーツ施設が完成したことで，施

設を拠点とした多様な活動が生まれ，それらの活動を通

じたさまざまなネットワークの構築が期待される。そう

した平常時のつながりが，災害時のつながりとして役立

つよう，継続的な活動を続けていきたい。 

今後の課題として，大規模避難所運営マニュアルを改

訂し充実させること，施設管理者や市職員，住民が参加

する避難所運営訓練を実現すること，そのために住民の

防災リーダーを育成することなどがある。災害時に避難

所運営がスムーズに行えるようにするためには，日常か

ら施設利用者が避難所利用の心構えやルールを認識して

おくこと，施設の特徴を理解し，災害時の施設・設備に

使い慣れておくことが必要である。 

本実践活動は，一時避難 1 万人を想定した大規模避難

所を対象としたものであり，この数字は一般的な避難所

モデルとは言えない。しかしながら，防災への意識や取

組みが十分とは言えない人口 10 万人程度の地方都市に

おいて，大規模避難所の運営・統括を行う上で，災害支

援経験が豊富な NPO 団体等との連携が不可欠と考えてい

る。今年 3 月，災害支援 NPO 団体と市職員や地域団体と

の顔合わせを行うための防災講演会が予定されており，

その NPO 団体に，この施設での啓発イベントの定期開催

や避難所運営訓練への協力をお願いしたいと考えている。

さらに，次年度は，近隣のコミュニティ協議会を対象に，

この公共スポーツ施設での避難所運営の担い手となって

もらうことを想定した防災教育の活動を推進していく予

表 4-1 K 市での実践活動の取り組みとそれらによる進展や効果のイメージ 

ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ活動 関連の活動・出来事
防災マニュアル

作成・改訂

職員や管理者の

意識・行動変化

避難所運営

体制づくり

市民リーダー

の育成
市民への施設PR

第1回(2018.5.25)
△学区毎の避難所の

指定はないとの発言

〇大規模避難所のマ

ニュアルの必要性を

実感したとの発言

△お客様視点で避難

してくる住民が多い

との発言

全国災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾈｯﾄﾜｰｸｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ (NPOの情報収集)

第2回(2018.6.21)
△避難所毎のマニュ

アルはないとの発言

〇1万人の受け入れ計

画を検討すると発言

△避難所運営準備会

の開催なしとの発言

△祭りでのPR予定は

なしとの発言

常総NPOﾋｱﾘﾝｸﾞ (NPOとの人脈形成)

第3回(2018.7.13)
△位置づけの結論は

出てないとの発言

△周知イベントの予

定はないと発言

長岡NPOﾋｱﾘﾝｸﾞ (NPOとの人脈形成)

茨城県防災訓練参加 ◎避難所訓練参加 (NPOとの人脈形成)

第4回(2018.8.30)
〇市とSPCで作成する

という発言

○県の避難所訓練が

参考になったと発言

〇職員は3交代24時間

対応と発言

地域祭へ出展 (出展で知名度up)

Kフェスタ出展 (出展で知名度up)

第5回(2018.11.15)
△経験がないので難

しいという発言

〇NPO活用､ﾘｽﾄﾊﾞﾝﾄﾞ･

食料準備等の発言

○次年度防災ｲﾍﾞﾝﾄ等

予算化

第6回(2018.12.11) ○施設開放順の発言 ○レイアウト検討
○開業時の防災イベ

ントの発案

首都圏ｱﾘｰﾅﾋｱﾘﾝｸﾞ (運営経験情報入手)

副市長意見交換
〇避難所集約に関す

る発言

〇他事例研究が必要､

職員派遣を検討する

と発言

〇防災組織・体制の

変更が必要との発言

第7回(2019.1.24)
○市の防災計画、施

設開放順の議論

〇首都圏アリーナヒ

アリングの共有

第8回(2019.2.15)
◎マニュアル素案の

読み合わせ・修正

第9回(2019.3.13)
○点検する設備を具

体化する議論

○施設点検訓練への

意欲あり

〇NPOの紹介に関する

発言

〇市民団体に関する

発言

第10回(2019.3.28)
◎提出版最終調整、

今後の改善

〇レイアウトへの問

題意識あり

〇初動訓練に関する

発言

建物竣工
(建物完成による意識

の高まり)

第11回(2019.4.18)
○初動訓練､避難所運

営訓練に意欲あり

○5/22初動訓練の企

画検討

第12回(2019.5.16) ○初動対応の流れ
◎開業イベントに防

災系を追加

○5/22初動訓練の企

画検討

○開業イベントの企

画検討

施設開業イベント ◎市民がサポート ◎市民多数が参加

全国災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾈｯﾄﾜｰｸｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ (NPOとの人脈形成)

第13回(2019.6.24)
○避難所レイアウ

ト、受付の議論

○初動訓練で施設点

検に要する時間把握

防災講演会 ◎市民が参加 ◎市民が参加

第14回(2019.7.25)
◎避難所レイアウト

の議論が進んだ

◎間仕切設営訓練の

企画

〇職員研修に関する

発言

〇2020年3月イベント

の企画

台風15号･19号,間仕切設営訓練
◎台風での避難所運

営経験を通じた発言

第15回(2019.9.25)
◎自主避難所、避難

所開設に関する議論

◎台風15号､間仕切設

営訓練を通じた発言
○避難所開設指示書

〇2020年3月イベント

企画､来年度予算計画

第16回(2019.10.31)
◎ﾏﾆｭｱﾙを改訂する方

針確定､月2回打合せ

○管理者の積極的な

発言あり

○ｽﾀｯﾌ増員､ﾘｰﾀﾞｰ事

前決定の要望が出た

【凡例】　◎：関連する発言があり、その後の取組みに進展があった　○：関連する発言や計画の検討がされた　△：消極的な発言があった  
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実践 NO.1826 

 

蒸暑地域の住まいにおける「外皮」概念の再編と沖縄モデルの提示 

 

 
主査 松田 まり子＊１ 

委員 伊志嶺 敏子＊２，清水 肇＊３，中本 清＊４，平良 啓＊５，金城 優＊６ 

 

「蒸暑地域の住まいのあり方を『外皮』概念の見直しを通じて提起する」 

 建築物省エネ法に基づく省エネ基準に対して建築設計者の活動団体である「沖縄の気候風土適応住宅連絡推進会議」（連

絡会議）は，蒸暑地域の住まいづくりの原則を示し，省エネ施策の改善を求める活動を行ってきた。住宅の外部から内部

までの多様な要素で熱を制御し風を活用する遮熱，湿度対策などは，外皮基準と異なった考え方による住まいづくりの方

法である。連絡会議は沖縄の気候風土に適した住まいづくりの考え方の十原則を公開研究会で提示し，提言を作成し，沖

縄県や国土交通省に意見を伝える活動を行った。この間，国土交通省が沖縄県での冷房期の平均日射熱取得率の数値の見

直し案を示すなど，国の対応の展開も見られた。 

 

キーワード：１）蒸暑地域，２）環境共生，３）気候風土適応住宅， ４）建築物省エネ法，５）省エネ基準，６）外皮 

 

REFORMATION OF IDEA OF "BUILDING ENVELOPE" AND PROPOSITION OF OKINAWA MODEL 
FOR HOUSING IN HOT AND HUMID REGIONS 

             

 
Ch. Mariko Matsuda 

Mem. Toshiko Ishimine， Hajime Shimizu， Kiyoshi Nakamoto， Hiromu Taira， Masaru Kinjo 

 

Proposition of principles of housing in hot and humid climate and requirement for revision of building 
energy policy 
 Liaison committee for proper housing in climate of Okinawa has been discussing and proposing the ways of housing in hot and 

humid climate and requiring improvement of measures and policies of building energy efficiency. The committee claimed that 

architects in Okinawa have ways to control hot humid climate with multiple elements surrounding a house and they are fundamentally 

different ideas from "building envelope standard" by building energy efficiency act. The committee presented principles of housing in 

Okinawa's climate and expressed concerns to Okinawa prefecture and Ministry. In 2019 the Ministry revised the measures and 

announced a plan to readjust the standards. 

  

 
1. 活動の背景 

1.1 建築物省エネ法と「省エネ基準」 

 国の省エネルギー政策は，今後の日本の住まいづくり

に大きな影響を及ぼす可能性がある。 

 「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」

（2015 年公布，以下，建築物省エネ法）にもとづく省エ

ネルギーのための建築関連の基準（以下，省エネ基準）

は，住宅について，国内を８地域に区分し，地域ごとの

建築の内外の境界（外皮）に関する基準値を定め，算定

される設計一次エネルギー消費量が基準値を上回らない

ものとしている。 

 本稿執筆時点（2019 年 10 月）時点で，300 ㎡以上の建

築物の新築，増築の際の届出の義務付け，「住宅トップラ

ンナー制度」（年間 150 戸以上を供給する住宅事業者に遵

守を促す）等により「省エネ基準」が推進されている。 

 2018 年 11 月までの時点では，2020 年に小規模住宅を

含む全ての新築住宅の省エネ基準遵守の義務化がなされ

るものとされていた。 

 

1.2 沖縄県（８地域）における問題点 

 省エネ基準はＵA値（外皮平均熱貫流率）とηAC値（冷

房期の平均日射熱取得率）の基準値を地域ごとに定め，
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定である。 
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